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2　研究会の年度ごとの進捗とその概要
2-1  2012 年度の研究活動









































第 2回の研究会では，葉山と共同研究員の加藤秀雄から，2013（平成 25）年の 3月 19 日からは






との合同研究会として，大阪府吹田市の国立民族学博物館で開催された（2013 年 1 月 12，13 日）。
研究会の午前中には，都市部での大規模な地震被害を受けた神戸市中央区三宮周辺の震災モニュメ
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文化財レスキューで救出された尾形家と三浦家の生活文化資料の整理と分析に勢力を注いだ。これ





2-2  2013 年度究会活動
2013（平成 25）年度は初年度の成果を踏まえつつ，共同研究を継続した。この年は計 4回の研究
























た（8月 31 日〜 9月 2 日）。また，田邊幹（新潟県立博物館）から，中越地震直後の博物館活動や
新潟県での文化財レスキューの取り組みについて報告してもらった。第 3回の研究会は山形県山形
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ついての研究に貢献しうると考える。ただし，本研究会が初発において掲げていた無形文化財のレ
スキューの実践と方法論の確立という目的は，三陸各地の被災地で複数の研究機関や研究者によっ
て試みられている。これらの成果を踏まえつつ，ケーススタディーとして我々が行ってきた気仙沼
の事例を捉え直すことが，無形文化財についての議論を深め，他分野とも問題を共有する端緒にな
ると考えている。
一方で，エクステンシブな調査も，内湾地区や階上地区をふくめた気仙沼市内各地域で行ってきた。
ここで醸成された課題は，震災遺構やモニュメント研究へと展開していくことになった。マクロな
動きとして国や自治体レベルでの震災遺構の指定，保存の動きにも目配せしながら，個別の村落レ
ベルでの対応や，個々人の意識のあり方，その変容過程にまで踏み込んだ調査を継続している。長
期にわたる持続的なフィールドワークは，被災地域の生活文化研究に関する方法論と現地での実践
が，これまで文化人類学や民俗学が築いてきたフィールドワークのポテンシャルを跡付けるもので
もあった。
ここでの成果は次の 2点である。まず第 1点は，持続的な調査の経過のなかで，話者を含めた地
域社会の視点や意識の変容についてのアクチュアルな参与観察が可能となったことである。第 2に
震災後の復旧過程や再開発の過程で活用される震災遺構や文化財についての調査は，既存の文化概
念を刷新する可能性さえ秘めていると考えている。今後は，これら知見を共同研究員の個々の現場
やテーマに送り返したうえで，研究報告を作成するとともに，新たな展示についても積極的に取り
組んでいきたい。
3-2  今後の課題
もちろん，今回の研究会では　十分に展開できなかったテーマや新たに浮上した課題も多い。残念
ながら本研究会が初発に掲げた課題のなかで，無形の生活文化についての調査・研究は十分であっ
たとはいえない。地域の祭礼や民俗芸能は，それらを執行する共同体が大きなダメージを受け，祭
具や楽器の多くが失われたにもかかわらず，早々に復活した地域も多い。そのため，すでに他の研
究機関や研究者たちが，多くの調査報告を行っている。本研究会でも幾つかの発表が行われたが，
その成果を十分に展開することはできなかった。ただし，無形の文化は，社会的・経済的な影響を
敏感に受ける。復興のシンボルとしてメディアに取り上げられることもなくなり，集団移転などで
かつてのコミュニティが分断されていくなかで，これらの無形文化の存続と継承が新たな局面を迎
えつつある。このような被災地域の中期的な動きについては，研究会以後も継続して調査していく
必要がある。
次に有形・無形を含めた地域社会の新たな民俗誌の作成が必要とされるだろう。本研究会の第3の
課題は，震災によって寸断された研究網を再構築することであった。その課題の向こうには，民俗
学や人類学の知の枠組みやこれまでの蓄積を当該社会へと送り返し，生活文化の再構築に寄与する
方途を探る営みが控えている。そもそも民俗（族）誌的な記述は，衣食住，生業から社会構造，年
中行事や口頭伝承まで様々な人々の生活文化を記録する民俗学や人類学の表象のあり方であった。
それは人々の生活を総体として捉え，理解するための研究者の視点によって構成されていた。しか
し，このようにして蓄積されたこれまでの生活文化についての慣習的な実践やそのための知識は，
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今次の災害によって失われてしまったものも多い。まずは，現状の地域社会がどのように推移し，
どのように復旧しつつあるのかを地域に寄り添いながら，調査していく必要がある。なお，この研
究会では，映像による行事や地域の景観の記録を行ってきた。これらの継続的に記録された映像資
料を編集し，映像民俗誌として整理していくことも今後のテーマとなるだろう。
また，地域社会への研究成果の還元のなかには，レスキューされた文化資源の意味やレスキュー
という行為自体の意義について，広く周知をはかることも含まれるべきである。このような試みは，
閉ざされた研究者の共同体においては，ルーティン化するほど行われてきた。けれども，今日にお
いても，レスキューの対象からその方法論まで，肝心の地域社会において十分な理解が得られてい
るとは言いがたい。確かに重要文化財や著名な美術品の修復ならば，話題性もありメディアを通じ
て地域に周知されることもある。しかし民具をはじめとする生活文化に関わる史資料のレスキュー
では，そのような意味での話題性に乏しい。また，作業が長期にわたるうえに，地道な工程が多い
レスキュー作業は，地域の復旧・復興が進むなかで，徐々に忘れられていく危険性をかかえている。
ここでの地域社会への「還元」とは，研究者が修復したり，安定化処理を行ったりした史資料を
ただ送り届けるということではあり得ない。史資料が送り返されたところで，現地でその意味や背
景が理解されていなければ，日常生活からは置き去られ，徐々に風化していくしかない。残念なが
ら，このような事例が被災地の文化財レスキューでもいくつも発生している。しばしば，このよう
なケースでは，「救った過程」のみがクローズアップされる。人々の関心をかうのも，文化財レス
キューの主体，つまり，大学や博物館といった研究機関である。問題は，その後に続く中・長期的
な保存や活用の方途はほとんど示されないことである。その背景には文化財レスキュー活動に対す
る国などの助成が短期で収束するという経済的な理由も大きい。しかし，そもそも研究者の側で，
各々の資料の意義や価値を地域社会の人々に十分に伝えてこなかったことの責任こそが問われるべ
きである。
本研究会では，中期的にレスキューされた資料を保管できる環境が整ったケースの事例研究を
行ってきた。しかし，より長い期間にわたって維持管理していくためには，単に資料を置く場所や
その環境を整えるだけでは意味がない。積極的にそれらの史資料を活用し，共有する方途を模索す
べきである。そのためにも史資料がもつ社会的文化的な意義を，それらを継承すべき地域社会に周
知することが欠かせない。展示やワークショプなども積極的に取り入れつつ，文化資源によって構
成される公共性の可能性についても検討しなければならないだろう。
このように本研究が今後，取り組んでいねばならない課題は，いずれでも中・長期を見据えた地
域社会の文化の再構築過程に寄与するものでなければならないことがわかる。その意味で本特集号
は，あまりに遅くわずかずつではあるが，弛まざる歩みの中間報告と捉えられるべきである。
